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総務・調整グループ

職員の給与支給等の庶務事務のほか、以下の事業等を実施した。
	整理番号
	事　業　内　容
	実施時期
	備考

	１
	委託費の収入支出に関する事務
	通年
	５省庁

	２
	統計事業の企画・調整に関する事業及び大阪府の統計行政の推進を図るための事業
	〃
	総務省

府費


１　委託費の収入支出に関する事務
各種統計調査に要する経費について適正な執行に努めるとともに、統計調査の円滑な執行を図った。

	年　　度
	２９
	３０
	元

	総務省
	821,540千円
	1,199,359千円
	1,018,040千円

	文部科学省
	3,727千円
	3,438千円
	3,304千円

	厚生労働省
	57,801千円
	58,295千円
	46,916千円

	農林水産省
	0千円
	6,619千円
	51,369千円

	経済産業省
	84,040千円
	87,841千円
	26,058千円

	計
	967,108千円
	1,355,552千円
	1,145,687千円


２　統計事業の企画・調整に関する事業及び大阪府の統計行政の推進を図るための事業

	    年 度
	２９
	３０
	元

	予 算 額
(うち府費額)
決 算 額

(うち府費額)
	3,444千円

(346千円)

2,862千円

(251千円)
	2,635千円

(32千円)

2,315千円

(12千円)
	3,027千円
(549千円）
2,158千円

(0千円)


　　統計事業の企画・調整に関する事業及び大阪府の統計行政の推進を図るための事業を、以下のとおり実施した。

(1) 統計調査員確保対策事業

　　　　国が実施する統計調査について統計調査員の選任が困難な現状を改善するため、あらかじめ統計調査員希望者を登録し、統計調査員の確保及び資質の向上を図った。

ア　調査員登録カードの整備
　イ　「統計調査員のしおり」の配付
ウ　「統計だより」の発行・配付
　　エ　統計調査員登録者研修の開催
　オ　都道府県別登録調査員研修の開催

　カ　統計調査員募集

（2）統計調査員安全確保対策事業　

統計調査員の調査活動における防犯面を主とする安全確保対策について必要な措置を講じ、統計調査の円滑な実施を図った。

ア　安全対策用品の配付（「統計調査員安全対策マニュアル」、「調査員同行者の皆様へ」、防犯ブザー等）

　　イ　複数人による調査活動等の推進（同行者の推薦・登録）

　　ウ　府及び市町村の統計担当職員に対する安全対策の指導及び周知徹底

（3）統計環境整備事業
統計調査の円滑な実施を図るため、関係団体に対して統計調査に対する理解と協力を要請した。
（4）地方統計職員業務研修
府及び市町村の統計事務従事職員等を対象に、業務上必要な知識と技術を習得させるため研修を実施した。

	区　　分
	基礎研修
	専門研修

	実 施 日
	令和元年５月28日
	令和２年３月10日※

	受講者数
	61人
	―

	内　　容
	統計業務に関し必要な基礎知識と技術の習得
	統計業務に関し必要な専門知識と技術の習得


　　　 　　　　　　　　　　　　　　※新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から中止

（5）府統計調査の届出及び大阪府統計調査条例の運用

ア　統計調査の届出

　　　　府が独自に実施する統計調査（知事部局所管分）を総務大臣に届け出た。

	調　　査　　名
	件　数

	大阪府景気観測調査　ほか
	11件


イ　大阪府統計調査条例の運用

府が独自に実施する統計調査を適用対象とし、調査においては個人情報の保護にも配慮するよう周知を図った。また、調査を円滑に実施するための資料として「大阪府統計調査一覧」を作成した。
　　 　　　　　　　 根拠法令：統計法
地方公共団体又は独立行政法人等が行う統計調査に係る届出の手続等に関する事務処理要領
　　　　　　　 　                  大阪府統計調査条例
（6）統計事業の指導、連絡調整

ア　国及び他府県等との連絡調整
統計調査の円滑な実施のため国等と連絡調整を行うとともに、地域及び地方行政に役立つ地域統計の整備・充実を図った。

イ　市町村への指導、連絡調整
市町村統計活動の現況（組織、統計主管係、職員）に関する調査を実施するとともに、統計調査の円滑な実施を図るため、市町村統計主管課長会議等により連絡調整等を行った。

（7）叙勲・褒章及び各種表彰

統計調査に功績があった者に対し次のとおり勲章が授与された。また、各種統計調査に功績があった統計調査員、調査客体、一般府民等が各省の大臣及び知事から次のとおり表彰された。
	区　　分
	調査員

(指導員を含む)
	調査客体
	一般府民
	その他
	計

	叙勲（瑞宝単光章）
　令和元年春・総務省関係

　令和元年秋・総務省関係

　令和元年春・経済産業省関係

　令和元年秋・経済産業省関係

褒章（藍綬褒章）

令和元年春・総務省関係

　令和元年春・経済産業省関係

令和元年秋・経済産業省関係
	5人

5人

1人

0人

4人

0人
0人
	
	
	
	5人

5人

1人

0人

4人

0人
0人

	総務大臣表彰
	30人
	
	
	
	30人

	厚生労働大臣表彰
	4人
	20事業所
	
	
	24人・事業所

	農林水産大臣表彰
	　  １人
	
	
	
	　　  １人

	経済産業大臣表彰
	41人
	
	
	
	41人

	大阪府知事表彰
　憲法記念日(公共関係功労）

　永年従事功績

　グラフコンクール
	12人

23人
	
	25人
	2校

(学校)
	12人

23人

27人・校

	計
	126人
	20事業所
	25人
	2 校
	173人・
事業所・校


情報企画グループ
統計利用の普及向上と加工統計の整備、諸統計の総合的分析及び統計調査事業の円滑な推進に資するため、以下の事業を実施した。

	整理番号
	事業名
	実施時期
	備考

	１
	大阪府統計普及事業
	
	

	
	
	(1)　統計刊行物の発行
	通年
	

	
	
	(2)　統計普及の推進
	〃
	

	２
	加工統計の整備
	
	

	
	
	(1)　経済計算
	
	

	
	
	
	ア　府民経済計算
	通年
	

	
	
	
	イ　財政状況調査
	令和２年１月14日

　　　～２月14日
	

	
	
	
	ウ　市町村民経済計算の相談対応
	通年
	

	
	
	(2)　産業連関表
	〃
	

	
	
	(3)　地域メッシュ統計
	〃
	

	３
	電算業務の企画・調整
	〃
	


１　大阪府統計普及事業

	年　度
	２９
	３０
	元

	予算額

(うち府費額)

決算額

(うち府費額)
	5,979千円

(1,174千円)
4,789千円

(780千円)
	7,218千円
(1,276千円)
6,058千円
(916千円)
	10,165千円
(967千円)
9,032千円
(171千円)


(1) 統計刊行物の発行
	名　称
	内　容
	体裁・部数
	配　付　先
	刊行周期

	令和元年度

大阪府統計年鑑
	 社会の各分野における基本的統計数値、統計グラフ等
	Ａ４判516頁

40部
	 図書館・調査協力先等
	毎年

	大阪の統計
	 人口、産業、経済等各分野における最新の基本的統計数値及び各種統計調査結果並びに統計に関する記事
	Ａ４判約30頁

202部
	図書館・調査協力先等
	毎月


(2) 統計普及の推進
ア　統計資料室
(ｱ) 目　　的　　　統計課に保管している各種の統計資料（統計刊行物）を一般の閲覧に供して統計の普及を図るとともに、統計行政の円滑な運営に資する。
　 　 (ｲ) 場　　所        大阪府咲洲庁舎19階

(ｳ) 利用状況        閲覧者数　19人
(ｴ) 複写サービス 　令和元年度収入額　910円

イ「統計の日」ＰＲ
(ｱ) 目　　的　　   「統計の日」と定められている10月18日を中心として統計のＰＲを行い、統計及び統計調査に対する理解と協力を得る。
　  　(ｲ) 内　　容　   　 総務省作成ポスターの掲示及び配付（Ａ２判　4,020枚）

ウ  第61回大阪府統計グラフコンクール

(ｱ) 目　　的　　　 統計の普及及び統計の表現技術の向上に資する。

(ｲ) 期　　日　      事業期間
令和元年５月10日～令和２年３月31日


   
　　　      募集期間
令和元年５月10日～９月10日
   　　　
　　　      審査
令和元年９月26日

  　 　　
　　　      表彰式
令和２年１月16日

(ｳ) 応募点数、人数    　1,442点  1,533名

(ｴ) 入賞作品点数、人数  20点      25名

エ　教職員統計研修講座
(ｱ) 目　　的

　 実践的な統計教育の普及に向けて、教職員を対象とした研修講座の実施を通じ、受講者の所属校における授業づくりに資する。

(ｲ) 概　　要

◆小学校コース（参加者：24人）
	開催日時
	令和元年８月５日（月）10時～17時

	内容、講師
	1 基調講演「新しい時代に向けた新しい統計教育」

講師：実践女子大学人間社会学部　教授　竹内 光悦 氏
「『データの活用』の授業をどうつくるか」

講師：宇都宮大学教育学部　講師　川上　貴 氏
2 実践報告

講師：和泉市立和気小学校　講師　南 紀子 氏
宇都宮大学教育学部附属小学校 教諭 南 勇輔 氏

3 ワークショップ「データの活用体験」

講師：宇都宮大学教育学部　講師　川上 貴 氏
4 講評・意見交換


　　　　 
◆中学校・高等学校コース（参加者：22人）
	開催日時
	令和元年８月１日（木）10時～17時

	内容、講師
	1 基調講演「中学校・高等学校の統計教育のポイント」

　  講師：神戸大学大学院理学研究科　教授　青木 敏 氏
2 ツール等紹介「公的データの見つけ方」
講師：府統計課職員

「教材紹介～Webサイト『MATH is FUN』の紹介～」
講師：大阪府立大学大学院 工学研究科
准教授　林 利治 氏

3 実践報告

講師：大阪教育大学附属池田中学校　指導教諭 田中 伸治 氏

清教学園中・高等学校　教諭　勝田 浩次 氏

4 グループワーク「主体的・対話的で深い学び ねらいと授業設計」
講師：大阪府立大学大学院 工学研究科 准教授　林 利治 氏

5 発表・講評・意見交換


オ　地域分析事業
(ｱ) データアナライズセミナー
地域経済分析に欠かせないデータ分析をExcelを使い、データ分析の流れ、Excelでできる相関分析、回帰分析を紹介することにより、市町村における地域経済分析実務の推進及び統計データ利活用の推進を図った。
	開催日時
	令和元年７月２日（火）、３日（水）9時45分～17時30分

	場　　所
	大阪府咲洲庁舎32階　ＯＡ研修室

	内容、講師
	・Excelによる図表づくり
・Excelでできるデータ分析
講師：府統計課職員

	参加者
	81人（府内市町村職員、府職員等）


(ｲ) RESAS利活用研修会
RESAS（地域経済分析システム　地方創生の様々な取組を情報面から支援するため経済産業省及び内閣官房が提供）の見方や使い方といった基本的なことからRESASを活用した政策提言の事例を紹介することにより、市町村における統計データ利活用の推進を図った。
	開催日時
	令和元年９月17日（火）、18日（水）10時～17時

	場　　所
	大阪府咲洲庁舎32階　ＯＡ研修室

	内容、講師
	・RESASの紹介や分析事例についての講義
・実際の市町村のケーススタディを活用した、地域の課題解決のためのパソコン演習

講師：金沢大学国際基幹教育院　講師　松浦 義昭 氏

	参加者
	66人（府内市町村職員、府職員等）


カ　大学連携事業
(ｱ) 大阪府立大学との共催セミナー
経営・政策判断に使える公的統計や時系列データの分析に用いられる基礎的なモデルを取り上げ、事例を紹介することにより、統計データ利活用の推進及び統計調査に協力してもらうための意識醸成を図った。

	開催日時
	令和元年11月13日（水）18時～20時

	場　　所
	大阪府立大学I-siteなんば　Ｃ２、Ｃ３教室

	タイトル
	ゼロからはじめる時系列データ分析

	内容、講師
	・時系列データ等の探し方について
講師：府統計課職員
・ゼロからはじめる時系列データ分析
講師：大阪府立大学大学院経済学研究科　現代システム科学域マネジメント学類　准教授　立花 実 氏

	参加者
	51人（府民（公務員、会社員、学生等））


(ｲ) 大阪大学との共催セミナー
大阪府版GDP統計の仕組みや見方、最新結果の概要についての解説や産業連関表を用いて経済波及効果を算出するための具体例を紹介することにより、統計データ利活用の推進及び統計調査に協力してもらうための意識醸成を図った。
	開催日時
	令和２年２月14日（金）18時～20時

	場　　所
	大阪大学中之島センター７階　講義室703

	タイトル
	経済波及効果を計算する～統計からわかる【もうけ】～

	内容、講師
	・大阪府民経済計算（大阪府版GDP統計）について
講師：府統計課職員
・大阪府産業連関表の活用
講師：大阪大学大学院経済学研究科　准教授　竹内 惠行 氏

	参加者
	39人（府民（公務員、会社員、学生等））


２　加工統計の整備【全額府費】
	年度
	２９
	３０
	元

	予算額
決算額
	450千円

344千円
	588千円

268千円
	649千円

353千円


(1) 経済計算
ア　府民経済計算
(ｱ)  大阪経済の規模及び構造並びにその変遷を生産、分配、支出の面から巨視的にとらえ、府の財政経済施策策定に資するため、「平成28年度府民経済計算(確報)」を作成し、令和元年７月に公表した（平成30年度公表予定だったが、推計に必要な統計が平成31年１月に再集計されることになり再計算が必要となったことから、令和元年度公表となったもの）。
(ｲ)  「平成29年度府民経済計算(確報)」を作成し、令和２年２月に公表した。
公表に向けて「大阪府経済加工統計研究会(府民経済計算)」を同年１月に開催し、推計方法や推計結果について有識者の意見を徴した。

	資　料　名
	体裁・部数
	主な配付先

	平成28年度大阪府民経済計算(確報)
	Ａ４判174頁
120部
	国立図書館、図書館、調査協力先　等

	平成29年度大阪府民経済計算(確報)
	Ａ４判188頁
120部
	国立図書館、図書館、調査協力先　等


イ　財政状況調査
府民経済計算及び産業連関表の基礎資料とするため、平成30年度の国出先機関等（独立行政法人、公的企業等を含む。）の財政状況を、郵送調査により把握した。

　　（調査対象）政府サービス生産者に格付けされる機関　96件
　　　　　　　  公的企業に格付けされる機関　　　　　　34件
ウ　市町村民経済計算推計の相談対応
　　  市町村民経済計算の推計に係る市町村からの相談への対応を行った。

(2) 産業連関表
ア　大阪府の産業構造を総合的に把握・分析し、経済の将来予測や各種施策の経済効果の測定等に資するため、「平成27年(2015年)大阪府産業連関表(基本表)」の作成に向けた資料収集、生産額推計、投入額推計及び産出額推計を行った（令和２年度公表予定）。
「大阪府経済加工統計研究会(産業連関表)」を令和２年１月に開催し、生産額推計と投入額推計の推計方法や推計結果について、有識者の意見を徴した。
イ　産業連関表を利用した経済波及効果の推計について、具体的な事例の紹介と推計方法に係る研修を実施した。
	実施日
	主催
	研修名
	対　象
	参加者

	令元.5.28
	統計課
	地方統計職員業務研修(基礎研修)
	市町村統計主管課職員
府職員

近畿管区行政評価局職員
	33人
23人
5人

	令元.6. 4

11

令元.7. 9
22
	人事局
	主事・技師級職員研修Ⅲ(全体研修)
	府職員（採用３年目）
	458人


(3) 地域メッシュ統計
各部局で保有するデータを活用して府職員が自ら地域的な分析ができるよう、地域メッシュ統計を作成する際に使用する無償のソフトウェア　地理情報システム(QGIS)の使用方法について研修を実施した。

	実施日
	研修名
	対　象
	参加者

	令元.10.18
	地理情報システム(QGIS)活用セミナー
	府職員（受講希望者）
	31人

	令元.11.22
	
	府警察本部職員（受講希望者）
	24人


３　電算業務の企画・調整【全額府費】
	   年  度
	２９
	３０
	元

	  予 算 額
  決 算 額
	1,511千円
　1,510千円
	1,511千円
   1,510千円
	2,399千円
1,318千円


　統計業務の情報システムの円滑な推進を図るため課内の電子計算機基盤を整備するとともに、業務の迅速化及び地方行政に役立つ地域統計の充実を図るため、以下の事務を実施した。
　　

　　・委託開発情報システムの維持保守
　・課内情報システムの支援及びデータ等の管理
　・電子計算機の設置及び管理運用

人口・労働グループ
　

総務省統計局所管の以下の統計調査等を実施した。
	整理番号
	事　業　名

(統計調査名)
	調査期日

(実施時期)
	調査対象数
	調査員数
(人)
	指導員数
(人)
	備考

	１
	労働力調査
	毎月末日

(月末１週)
	約180調査区
	99
	10
	総務省

	２
	令和２年国勢調査
調査区設定
	令和元年
10月１日
	79,000調査区
	－
	－
	〃

	３
	2020年国勢調査
第３次試験調査
	令和元年
６月13日
	20調査区
	14
	2
	〃

	４
	大阪府毎月推計人口
	毎月１日
	－
	－
	－
	大阪府


１　労働力調査

　

	年度
	２９
	３０
	元

	予算額
決算額
	84,414千円

83,376千円
	85,525千円

84,076千円
	89,611千円

88,768千円


（1）目    的
国民の月々の就業、不就業の状態を調査し、雇用対策や経済政策、経済分析等の基礎資料を得る。

　（2）調査対象

　　 総務大臣が指定した調査区の中から抽出した世帯の世帯員

　（3）主な調査事項

　      男女の別及び出生の年月、配偶関係、就業状態、就業時間、従業上の地位、
勤め先等の事業の種類、仕事の種類、転職、追加就業の希望の有無、求職状況等
（4）結果の公表

ア  公表時期

(ｱ)「大阪の就業状況」(四半期報)…５月下旬、８月下旬、11月下旬、２月下旬
(ｲ)「大阪の就業状況」(年報)………２月下旬
イ  体裁・部数
(ｱ) Ａ４判19頁  55部
(ｲ) Ａ４判22頁  57部

ウ　主な配付先

 総務省統計局、大阪労働局、図書館　等
　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　根拠法令：統計法、労働力調査規則

２　令和２年国勢調査　調査区設定
	年度
	２９
	３０
	元

	予算額
決算額
	－
－
	－
－
	50,555 千円
32,972 千円


（1）目    的

令和２年国勢調査の実施に当たり、国勢調査員の担当区域を明確にし、調査の重複・脱漏を防ぎ、調査の正確性を期するとともに、調査結果の集計及び各種統計調査の実施の基礎資料を得る。
（2）調査対象
　　 　府内全市町村全域（79,000調査区）

（3）概　　要
平成27年国勢調査において設定された基本単位区を点検し、市町村境界の変更、街区方式による住居表示の実施、住居区画の変更、区画整理、地域再開発等の事由が生じた場合に基本単位区を修正する。

基本単位区を単位として、調査区（一般調査区、特別調査区、水面調査区）を設定し、調査区地図及び調査区一覧表を作成する。
　　　　　　　根拠法令：統計法、国勢調査令、国勢調査の調査区の設定の基準等に関する省令

３　2020年国勢調査第３次試験調査

	年度
	２９
	３０
	元

	予算額
決算額
	－
－
	－
－
	　2,913千円
　1,253千円


（1）目　　的
これまでの試験調査結果等を踏まえて策定した2020年国勢調査の実施計画案に基づき調査方法等の最終的な検証を行うとともに、地方公共団体における事務処理の習熟を図る。

（2）調査対象

　　  大阪市(北区)10調査区、堺市(堺区)10調査区　約  1,080世帯
（全国　約28,000世帯）
（3）主な調査事項
世帯員に関する事項…男女の別、出生の年月、就業状態、
所属の事業所の名称及び事業の種類　等
 世帯に関する事項……世帯員の数、住居の種類、住宅の建て方　等
            根拠法令：統計法、国勢調査令
４　大阪府毎月推計人口
（1）目    的
府内の常住人口を毎月１日現在で推計し、各種行政事務の基礎資料とする。
（2）調査対象
　　  府内全市区町村

（3）調査事項

　　　市区町村・男女別の人口、世帯数、出生数、死亡数、年齢(５歳階級)別人口
（4）公　　表

　　　方法：大阪府ホームページに掲載
　　　時期：毎月推計人口　　                   毎月１日
毎月推計人口　年齢(５歳階級)別　毎月15日

勤労・教育グループ
　
厚生労働省及び文部科学省所管の以下の統計調査等を実施した。
	整理番号
	事　業　名
(統計調査名)
	調査期日等
(実施時期)
	調査対象数
(事業所)
	調査員数
(人)
	備　考

	１
	毎月勤労統計調査
	
	
	
	厚生労働省

	
	
	(1)全国調査及び地方調査

（第一種事業所調査）　　　
	毎月末
	1,243
	－
	

	
	
	(2)全国調査及び地方調査

（第二種事業所調査）
	〃
	1,017
	56
	

	
	
	(3)特別調査
	７月末
	1,096
	51
	

	２
	毎月勤労統計調査

地方調査集計及び公表
	２か月後の月末
	－
	－
	〃

	３
	毎月勤労統計調査

地方調査賞与集計結果
	４月･11月
	－
	－
	〃

	４
	毎月勤労統計調査

地方調査年平均結果速報公表
	令和元年分 ３月
	－
	－
	〃

	５
	毎月勤労統計調査

地方調査年報公表
	平成30年分 １月
	－
	－
	〃

	６
	学校基本調査
	５月１日
	3,369客体
	－
	文部科学省

	７
	学校保健統計調査
	４月～６月
	222校
	－
	〃

	８
	学校基本調査集計及び公表
	速　報　８月

報告書　２月
	－
	－
	大阪府

	９
	学校保健統計調査集計及び公表
	速 報　 12月

報告書　３月
	－
	－
	〃


１　毎月勤労統計調査
　


	年度
	２９
	３０
	元

	予算額
決算額
	47,484千円

45,172千円
	48,682千円

47,032千円
	46,213千円

43,109千円


（1）目　　的
全国調査及び地方調査は、常用労働者の賃金、労働時間及び雇用について毎月の変動を明らかにする。
特別調査は、小規模事業所に係る賃金、労働時間及び雇用について毎年一回行うもので、全国調査及び地方調査を補完する。

(2）調査対象

日本標準産業分類(平成25年10月改定)の大分類のうち「農林、林業」、「漁業」、「公務」、「分類不能の産業」以外の16項目のいずれかに属する事業所のうち

ア　全国調査及び地方調査のうち第一種事業所

厚生労働大臣が常用労働者30人以上を雇用する事業所の中から指定する事業所
イ　全国調査及び地方調査のうち第二種事業所

厚生労働大臣が毎月勤労統計調査基本調査区から選定した調査区に所在する常用労働者５～29人を雇用する事業所の中から指定する事業所

ウ　特別調査

厚生労働大臣が指定する調査区に所在し、常用労働者１～４人を雇用する事業所
（3）主な調査事項
　　　賃金、労働時間及び雇用に関する事項等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  根拠法令：統計法、毎月勤労統計調査規則
２　毎月勤労統計調査地方調査集計及び公表
（1）目　　的
府内における常用労働者の賃金、労働時間及び雇用について毎月の変動を総合的に集計、公表することにより、各種統計指標、労働経済政策等の基礎資料とする。
（2）概　　要
ア　公表時期

　　　調査月の２か月後の月末
イ　公表内容
・調査結果の概況
・統計表……産業別名目及び実質賃金、労働時間、雇用指数
　　　　　  　　　産業別及び性別の常用労働者の1人平均月間現金給与額、労働時間数、出勤日数
　　　　　　　　　産業別及び性別の常用労働者の月末及び増加・減少推計
　　　　　　　　 　規模別の常用労働者の1人平均月間現金給与額、労働時間数、出勤日数

ウ　体裁・部数
　 　　 Ａ４判28頁(９月分、２月分は32頁)  150部
エ　主な配付先

国の関係機関、府内市町村の図書館等
      根拠法令：毎月勤労統計調査規則
３　毎月勤労統計調査地方調査賞与集計結果
（1）目　　的
府内における常用労働者を30人以上雇用する事業所の夏季賞与(６、７、８月支給分)及び年末賞与(11、12、１月支給分)の支給状況を集計、公表することにより、各種統計指標、労働経済政策等の基礎資料とする。
（2）概　　要
ア　公表時期
年末賞与：平成31年４月

夏季賞与：令和元年11月
イ　公表内容
・調査結果の概況
・統計表……産業・規模別支給労働者１人平均支給額及び平均支給率等

ウ　体　　裁
　　　　毎月勤労統計調査地方調査月報（２月分、９月分）と合冊

４　毎月勤労統計調査地方調査年平均結果速報
（1）目　　的
令和元年分の府内における常用労働者の賃金、労働時間及び雇用の動向について時系列比較を行い、年平均、月別指数等を公表することにより、各種統計指標、労働経済政策等の基礎資料とする。
（2）概　　要
ア　公表時期

令和２年３月
イ　公表内容
　  　・調査結果の概況
  　　・統計表……指数、賃金、労働時間、出勤日数及び雇用等

ウ　体裁・部数
Ａ４判26 頁　160部
エ　主な配付先


 国の関係機関、府内市町村の図書館等

５　毎月勤労統計調査地方調査年報
（1）目　　的
平成30年分の府内における常用労働者の賃金、労働時間及び雇用の動向について時系列比較を行い、年平均、月別指数並びに格差等を公表することにより、各種統計指標、労働経済政策等の基礎資料とする。
（2）概　　要
ア　公表時期

令和２年１月

イ　公表内容
・調査結果の概況
・統計表……指数、賃金、労働時間、出勤日数、雇用及び賞与等

ウ　体裁・部数
Ａ４判138頁  160部

エ　主な配付先

国の関係機関、府内市町村の図書館等

６　学校基本調査
	年度
	２９
	３０
	元

	予算額

決算額
	3,201千円

2,750千円
	3,326千円

2,547千円
	3,270千円

2,558千円


（1）目    的

学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らかにする。

（2）調査対象
学校教育法第１条の学校（大学及び高等専門学校を除く。）、同法第124条の専修学校、同法第134条第１項の各種学校及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２条第７項の幼保連携型認定こども園並びに市町村教育委員会

（3）主な調査事項

ア　学校調査
学校数、学級数、幼児・児童・生徒数、教職員数、入学・卒業者数等
イ　学校通信教育調査

学校数、生徒数、教職員数、入学・退学者数、履修者数、単位取得者数等
ウ　不就学学齢児童生徒調査

就学免除・就学猶予学齢児童生徒数、１年以上居所不明の学齢児童生徒数、
死亡した学齢児童生徒数等
エ　学校施設調査

用途別土地面積、構造別・用途別建物面積等
オ　卒業後の状況調査

状況別卒業者数、産業別・職業別就業者数等
                                                               根拠法令：統計法、学校基本調査規則
７　学校保健統計調査
	　　　予算額
	
	６　学校基本調査に含む

	　　　決算額
	
	


（1）目    的

学校における幼児、児童及び生徒の発育及び健康の状態を明らかにする。

（2）調査対象
幼稚園、幼保連携型認定こども園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校及び中等教育学校のうち、文部科学大臣があらかじめ指定する学校に在籍する幼児、児童及び生徒(満5歳から17歳まで)。ただし、発育状態調査は校内抽出
（3）主な調査事項

ア　発育状態調査
身長、体重
イ　健康状態調査
栄養状態、脊柱･胸郭･四肢の疾病・異常の有無、視力、聴力、眼の疾病･異常の有無、
耳鼻咽頭疾患の有無、皮膚疾患の有無、歯・口腔の疾病･異常の有無、結核の有無、
心臓の疾病･異常の有無、尿、その他の疾病･異常の有無及び結核に関する検診の結果
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　根拠法令：統計法、学校保健統計調査規則

８　学校基本調査集計及び公表
（1）目　　的

学校基本調査の府内分を学校種ごとに集計、公表することにより、教育行政施策等の基礎資料とする。
（2）概　　要
ア　公表時期

(ｱ)「大阪の学校統計(学校基本調査速報)」　令和元年８月

(ｲ)「大阪の学校統計(学校基本調査報告書)」令和２年２月

　　イ　公表方法
冊子配付、大阪府ホームページに掲載
　　ウ　体裁・部数

(ｱ) Ａ４判  41頁  150部
(ｲ) Ａ４判350頁  170部

エ　主な配付先
　　　 市町村の統計主管課及び教育委員会、国、府の図書館等
９　学校保健統計調査集計及び公表
（1）目　　的
学校保健統計調査の府内分を年齢別に集計、公表することにより、学校保健行政施策等の基礎資料とする。

（2）概　　要
ア　公表時期

「大阪の学校保健統計調査(学校保健統計調査速報)」 　令和元年12月

「大阪の学校保健統計調査(学校保健統計調査報告書)」　令和２年３月

イ　公表方法

　大阪府ホームページに掲載
物価・家計グループ
総務省統計局所管の以下の統計調査等を実施した。
	整理番号
	事　業　名
(統計調査名)
	調査期日
(実施時期)
	調査対象数
	 調査員数
(人)
	 指導員数
(人)
	 備　考

	１
	小売物価統計調査
	動向編

価格調査…毎月中旬
 (生鮮食品は上,中,下旬)
 　家賃調査…四半期ごと
構造編

　店舗形態別価格調査

･･･偶数月中旬

地域別価格差調査

･･･奇数月中旬
	動向編 
価格調査
10,574価格
 　家賃調査
75調査区
構造編

   250価格
	46
	13
	総務省

	２
	大阪市消費者物価指数作成
	毎    月
	－
	－
	－
	大阪府

	３
	 家計調査
	毎　　月
	二人以上の世帯
 　　　
　　　　　348世帯

単身世帯　　35世帯
	30
	12
	総務省

	４
	 2019年全国
家計構造調査
	令和元年10月～11月
	市町村調査
基本調査
　　二人以上の世帯
1,540世帯
　　単身世帯
308世帯
簡易調査
　二人以上の世帯
1,640世帯
　　単身世帯
328世帯
都道府県調査
個人収支状況調査
　　二人以上の世帯
40世帯
　特別調査
　二人以上の世帯
228世帯
　　単身世帯
24世帯
	 264
30
	94
12
	〃


１　小売物価統計調査
	年度
	２９
	３０
	元

	予算額
決算額
	32,215千円
32,020千円
	35,941千円
34,812千円
	34,618千円
33,509千円


（1）目　　的
国民の消費生活上重要な商品の小売価格、サービス料金及び家賃を調査し、消費者物価指数その他物価に関する資料を作成し、消費生活に関する経済諸施策立案のための基礎資料とする。
（2）調査対象
ア　動向編

総務省統計局が定めた方法により抽出した調査区内において調査品目を取り扱っている代表的な店舗・事業所及び調査地区内の全ての借家居住世帯
イ　構造編

調査の種別ごとに総務省統計局が指定した店舗形態について、調査品目を取り扱っている代表的な店舗

(3) 主な調査事項

ア　540品目(859銘柄)についての小売価格、サービス料金及び家賃

イ　店舗形態別価格調査　 9品目( 9銘柄)についての小売価格

　　　地域別価格差調査　　56品目(58銘柄)についての小売価格

　                  　　　　　　　　　　　　　　　  根拠法令：統計法、小売物価統計調査規則

２　大阪市消費者物価指数作成

（1）目　　的
小売物価統計調査の調査結果から指数（基準時加重相対法算式）を作成し、大阪市の物価水準の変動を迅速に把握し、消費生活に関する各種施策立案の参考資料とする。
（2）概　要
ア　公表時期
調査月の26日を含む週の金曜日
イ　公表内容
総合指数、費目(中分類)別指数 等
     ウ　体　　裁
月速報　 　Ａ４判６頁
年速報　 　Ａ４版４頁（12月速報と合冊）
年度速報 　Ａ４版４頁（３月速報と合冊）
３　家計調査
	年度
	２９
	３０
	元

	予算額
決算額
	46,375千円

45,958千円
	53,449千円

53,044千円
	53,585千円

52,922千円


（1）目　 的
国民生活における家計収支の実態を把握し、諸種の経済及び社会問題等に処する施策立案の基礎資料を提供する。
（2）調査対象
学生の単身世帯を除いた世帯のうちから総務省統計局が定めた方法により抽出した世帯
〔二人以上の世帯348世帯、単身世帯35世帯(うち寮・寄宿舎６世帯)〕
（3）主な調査事項

毎月の収入及び支出に関する事項（無職世帯を除く勤労者以外の世帯は、支出のみ）、
年間収入に関する事項、貯蓄及び負債の保有状況等に関する事項（単身世帯を除く。）、
世帯、世帯員及び住居に関する事項

  　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　根拠法令：統計法、家計調査規則

４　2019年全国家計構造調査
	年　度
	２９
	３０
	元

	予算額
決算額
	－

－
	－
－
	93,799千円
87,828千円


（1）目　　的
家計における消費、所得、資産及び負債の実態を総合的に把握し、世帯の所得分布及び消費の水準、構造等を全国及び地域別に明らかにする。
（2）調査対象
ア  市町村調査
府内全市並びに豊能町、忠岡町、熊取町及び河南町において総務省統計局が定めた方法により抽出した世帯　　　　　      　〔二人以上の世帯3,180世帯、単身世帯636世帯〕

イ　都道府県調査
大阪市、堺市、枚方市、富田林市、箕面市及び東大阪市において総務省統計局が定めた方法により抽出した世帯　　　　　     　〔二人以上の世帯268世帯、単身世帯24世帯〕

（3）主な調査事項

ア　収入及び支出に関する事項、年間収入に関する事項、 貯蓄現在高に関する事項、
借入金残高に関する事項、世帯及び世帯員に関する事項、現住居に関する事項、
現住居以外の住宅及び宅地に関する事項、毎月の家賃支払額，住宅ローンの返済額

イ(ｱ) 個人収支状況調査

18歳以上の世帯員の「こづかい又は収入の状況」
「個人的な収入」及び「個人的な支出」の内訳、金額
(ｲ) 特別調査

（二人以上の世帯）
世帯員・世帯に関する事項、
現在住んでいる住居以外の住宅及び土地に関する事項、
固定資産税等に関する事項、年間収入に関する事項、仕送り金に関する事項、
現在住んでいる住居に関する事項

（単身世帯）
世帯主に関する事項、現在住んでいる住居以外の住宅及び土地に関する事項、
固定資産税等に関する事項、年間収入に関する事項、仕送り金に関する事項、
貯蓄に関する事項、借入に関する事項、現在住んでいる住居に関する事項
　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　根拠法令：統計法、全国家計構造調査規則
産業構造グループ

経済産業省、農林水産省及び総務省所管の以下の統計調査等を実施、公表した。
	整理番号
	事業名
(統計調査名)
	調査期日
(実施時期)
	調査対象数
	調査員数(人)
	指導員数(人)
	備考

	１
	経済センサス―基礎調査
	令和元年６月１日～
令和２年３月31日
	約580,000
   　　 事業所
	  536
	 － 
	総務省

	２
	経済センサス調査区管理
	－
	 14,501調査区
	－
	－
	〃

	　３
	工業統計調査
	令和元年６月１日
	 17,603事業所
	   927
	86
	経済産業省

	　４
	2020年農林業センサス
	令和２年２月１日
	約9,400経営体
	1,511
	134
	農林水産省

	　５
	2018年漁業センサス
	－
	　　638経営体
	客体把握28実査　　 39
	－
	〃


１　経済センサス―基礎調査

	年度
	２９
	３０
	元

	予算額
決算額
	－
－
	1,376千円

893千円
	106,977千円
96,238千円


（1）目　　的
全ての産業分類における事業所の活動状態等の基本的構造を全国及び地域別に明らかにするとともに、事業所・企業を対象とする各種統計調査の母集団情報を整備する。

（2）調査対象
全ての事業所・企業。ただし、農業、漁業、林業に属する個人経営の事業所、家事サービス業及び外国公務に属する事業所、国及び地方公共団体の事業所を除く。

根拠法令：統計法、経済センサス基礎調査規則
２　経済センサス調査区管理

	年度
	２９
	３０
	元

	予算額
決算額
	965千円
883千円
	1,002千円

797千円
	1,008千円
832千円


（1）目　　的
平成21年経済センサス－基礎調査において設定した調査区を管理し、必要な修正を行うことにより、事業所又は企業を対象とする各種統計調査実施の基礎資料としての利用に供する。また、調査区が変更になった事業所及び登記簿等の行政記録から追加された事業所等について調査区同定を行う。
（2）内　　容
ア　調査区修正報告基準日時点における調査区修正要件の発生の有無、修正状況について、市町村からの報告を取りまとめ、総務大臣に報告する。
（調査区修正要件）・現行のままでは統計調査の実施上著しい支障が発生
・地方公共団体の名称変更、廃置分合若しくは境界変更又は市町村相互間の変更
・住居表示の実施等住所情報の変更
イ　総務省において調査区同定ができなかった事業所の調査区について確認する。
根拠法令：統計法、経済センサス基礎調査規則
３　工業統計調査
	年度
	２９
	３０
	元

	予算額
決算額
	62,124千円
58,484千円
	56,184千円

52,165千円
	53,312千円
50,023千円


（1）目　　的
工業の実態を明らかにし、工業に関する施策の基礎資料を得る。
（2）調査対象
　　製造業に属する従業者４人以上の事業所

（3）主な調査事項
       従業者数、製造品出荷額等(その他収入額を含む。)、原材料使用額等、現金給与総額等

　                                　　　　　　　　　　　根拠法令：統計法、工業統計調査規則
４　2020年農林業センサス

	年度
	２９
	３０
	元

	予算額
決算額
	－
－
	353千円

259千円
	51,582千円
47,557千円


（1）目　　的

　　　農林業の生産構造や就業構造の実態を調査し、施策に必要な資料を整備する。
（2）調査対象

農作業の生産又は委託を受けて行う農林業作業に係る面積・頭羽数が一定規模以上の「農林業生産活動」を行う農林業経営体

根拠法令：統計法、農林業センサス規則
５　2018年漁業センサス

	年度
	２９
	３０
	元

	予算額
決算額
	－
－
	5,206千円

3,163千円
	261千円
55千円


(1) 目　的

漁業の生産構造、就業構造を明らかにするとともに漁村、水産物流通・加工業等の漁業を取り巻く実態と変化を総合的に把握し、水産行政施策の推進に必要な基礎資料を整備する。

(2) 調査対象
沿海12市町において農林水産大臣が指定する「漁業地区」で、利潤又は生活の資を得るために生産物の販売を目的に、海面において水産動植物の採捕又は養殖の事業を営んだ世帯又は事業所
（沿海12市町）大阪市（西淀川区、北区、此花区、港区、大正区、住之江区）、堺市、
高石市、泉大津市、岸和田市、貝塚市、泉佐野市、泉南市、阪南市、
忠岡町、田尻町、岬町

根拠法令：統計法、漁業センサス規則
商工業動態グループ（令和元年度末廃止）
経済産業省所管の以下の統計調査等を実施した。
	整理番号
	事　業　名
(統計調査名)
	調査期日
(実施時期)
	調査対象数
(事業所)
	 調査員数
(人)
	指導員数
(人)
	所　管

	１
	経済産業省

生産動態統計調査
	毎月末
	    約270
	6
	－
	経済産業省

	２
	大阪府工業指数作成
	調査月の２か月後の月末
	－
	－
	－
	大阪府

	３
	商業動態統計調査
	毎月末
	約1,160
	31
	－
	経済産業省


１　経済産業省生産動態統計調査（法定受託事務から除外）
	年度
	２９
	３０
	元

	予算額
決算額
	4,457千円
3,671千円
	4,274千円
3,624千円
	3,766千円
3,285千円


　

　
（1）目    的
鉱工業生産の動態を明らかにし、鉱工業に関する施策の基礎資料を得る。

（2）調査対象
経済産業大臣が指定する品目の工業製品を生産加工している事業所で指定規模以上のもの
（3）主な調査事項
     生産、出荷、在庫、原材料、従事者数等
　　　　　               　　　　　  　 根拠法令：統計法、経済産業省生産動態統計調査規則
２　大阪府工業指数作成（情報企画グループへ移管）
（1）目　　的
大阪府の毎月の工業活動を生産、出荷、在庫、在庫率の各動向によって把握し、府内の経済状況を測る一指標とする。
（2）概　　要
各月の生産動態統計調査結果及び関係諸団体等からデータを収集し、平成27(2015)年を基準にラスパイレス算式による数量指数により、業種分類別、財分類別に生産指数、生産者出荷指数、生産者製品在庫指数及び生産者製品在庫率指数を作成する。

（採用品目）生産指数　　　　　　  289品目

生産者出荷指数　　 　 286品目

生産者製品在庫指数 　 195品目

生産者製品在庫率指数　191品目
(3) 公　　表

生産、生産者出荷、生産者製品在庫の各指数の四半期報、年報(速報・確報)を大阪府ホームページに掲載
３　 商業動態統計調査（法定受託事務から除外）
	年度
	２９
	３０
	元

	予算額
決算額
	22,457千円
21,887千円
	21,088千円

20,628千円
	18,451千円
18,138千円


　

（1）目　　的
商業を営む事業所及び企業の事業活動の動向を明らかにする。

（2）調査対象
経済産業大臣が個別に指定する、卸売・小売業（代理商・仲立業を除く）を営む事業所、
経済産業大臣が指定する地域に所在する、従業者19人以下の小売事業所（自動車、機械器具、燃料小売、料理品、新聞小売事業所を除く）
（3）主な調査事項
　　商品販売額、商品手持額、従業者数等
　　　　　                  　　　　  　　　　　   根拠法令：統計法、商業動態統計調査規則

事務事業実績
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